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― 「団塊の世代」を含む 50代を中心とした分析 
 

【 要 旨 】 
 
「将来不安の増幅が消費抑制につながっている」と繰り返し言われるが、その実態に関

する分析例はほとんどない。本稿は不安心理の中でも「将来の所得が減少してしまうかも

しれない」という経済的不安に関して、その意味内容を特定した上で、不安と消費の関連

を分析するものである。特に、マクロの個人消費について大きな影響力を持つ「団塊の世

代」、50代を中心に論じている。現在の消費不況には平均的には高所得である熟年層の消費
抑制が大きく寄与していると考えられるためである。マクロ統計や他の調査ではデータに

限界があるため、当研究を目的として独自のアンケート調査を実施し、その個票分析に拠

った。 
 
 分析結果は以下の通りである。 
① 将来不安の内容は年齢階層別に明瞭な特徴をみることができる。その中で、消費全体へ
の影響力が大きい団塊の世代を含む 50 代は、不安要因が混在している。年金、健康、
賃金そして雇用の不安がいずれも突出することなしに同居する様子がうかがえる。 
② 将来不安と消費の関連は複雑である。単に「年金不安を払拭すれば、あるいは雇用の安
定性さえ確保すれば、消費が全体として増える」というほど単純な関係は存在しない。

消費項目ごとにみると、ある種の不安と特定の消費項目に強い関係が観察できるケース

もある。ただ、消費項目によっては、「消費増加が将来に対する不安心理を敏感にさせ

ている」という逆の経路を示唆するケースもある。このため、消費全体との関連が曖昧

になっている可能性が高い。 
③ 不安と消費の関連は年齢階層によって大きく異なる。若年層は将来不安と消費の関連が
希薄である一方、熟年層になると個別消費項目に関しては各種の不安と様々な関連が観

察される。このことは、「年齢が上がるほど将来不安における“将来”のタイムスパン

が長くなっている」ことと関係がありそうである。将来を予測するという心理的行為は、

“長期の将来”を持つ若年層ではなく、生きてきた期間の長い高齢層において活発であ

るという観察結果は、経済学の想定する合理的な個人とは異なる状況を示しており、示

唆するところが大きい。 
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（図表 22）不安と消費の関連：サンプル全体 
＜標本全体＞ ◎：1％水準、〇：5％水準、△：10％水準で有意な関係。 -：は逆の方向、ｄは分布の拡散を示す

消費への影響

不安内容 消費全体 食料品 衣料品 住宅関連 子供の教育 医療 情報通信 耐久消費財 娯楽・自己研鑽

雇用不安 △ｄ ◎- ○- △

賃下げ・ボーナス減 ○- ◎- △ △- ◎

売上・仕事量減 △ｄ 〇

病気・ケガ ○ ◎

地震・災害 △ △ ○ ○

増税 ○ｄ ○ｄ

年金不安 〇 ○ ◎ ◎ｄ

複数不安 △ｄ △- ◎

不安なし ◎  
 
（図表 23）若年層（20～30代）のケース 
20＆30歳代 ◎：1％水準、〇：5％水準、△：10％水準で有意。 -：は逆の方向、ｄは分布の拡散を示す

消費への影響

不安内容 消費全体 食料品 衣料品 住宅関連 子供の教育 医療 情報通信 耐久消費財 娯楽・自己研鑽

雇用不安 〇ｄ

賃下げ・ボーナス減 ◎

売上・仕事量減

病気・ケガ 〇ｄ 〇ｄ

地震・災害 ○

増税 ○ｄ

年金不安 △-

複数不安 ○ ◎

不安なし  
 
（図表 24）熟年層（50代）のケース 
50歳代 ◎：1％水準、〇：5％水準、△：10％水準で有意。 -：は逆の方向、ｄは分布の拡散を示す

消費への影響

不安内容 消費全体 食料品 衣料品 住宅関連 子供の教育 医療 情報通信 耐久消費財 娯楽・自己研鑽

雇用不安 〇- △ｄ △- △ｄ ◎- △

賃下げ・ボーナス減 ○ｄ 〇-

売上・仕事量減

病気・ケガ △ ◎ ◎

地震・災害 △-

増税

年金不安 ○ ○ △ｄ ○

複数不安 △ 〇ｄ △ｄ

不安なし  
 
 
 

 18



（図表 25）賃金不安と娯楽・自己研鑽支出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（図表 26）賃金不安と子供の教育費支出 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
Ⅴ．むすび 
 
 これまでに得られた分析結果、及び含意は以下のようにまとめられる。 

 将来不安の内容は年齢階層別に明瞭な特徴をみることができる。その中で、消費全体へ
の影響力が大きい団塊の世代を含む 50 代は、不安要因が混在している。年金、健康、
賃金そして雇用の不安が、いずれも突出することなしに同居する様子がうかがえる。 
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② 将来不安と消費の関連は複雑である。単に年金不安を払拭すれば、あるいは雇用の安定
性さえ確保すれば、消費が全体として増える、というほど単純な関係は存在しない。「経

済全体の生産性向上ために雇用の流動化を図るべき」という議論に対して、「雇用不安

の増幅→消費需要減退」という経路を根拠に批判する向きもある。しかし当調査の結果

から、この根拠は曖昧であると言わざるを得ない。 
 消費項目ごとにみると、ある種の不安と特定の消費項目に強い関係が観察できるケース
もある。ただ、消費項目によってはその増加自体が将来不安を敏感にさせるという逆の

経路を示唆しているケースもある。このため、消費全体との関連が曖昧になっている可

能性が高い。 
 不安と消費の関連は年齢によっても異なる。 安と消費の関連が希薄であ

る一方、熟年層になると個別消費項目に関しては各種の不安と様々な関連が観察される。

このことは、「年齢が上がるほど将来不安における“将来”のタイムスパンが長くなっ

ている」ことと関係がありそうである。「将来を予測する、見通す」という心理的行為

は、“長期の将来”を持つ若年層ではなく、生きてきた期間の長い高齢層において対象

期間が長く行為への影響も大きいとすれば、“合理的な個人”という経済学の想定は、

い。行為は合理性よりも心理的な現実をよく反

映している。 

本稿の主目的は「将来不安から消費抑制への経路」を不安内容も特定した上で確認する

とであった。しかし、その経路には双方向性があり、消費全体への影響が将来不安によ

て規定されるとはいえないことが判明した。個別消費項目に関しては、図式化すれば、

表 27のように 4つのケースを想定することができる。このうち、本稿で示唆されたのは、
１）、（４）の関係である。今後、本稿の分析とは異なる分析によって、（２）や（３）の

係が検出される可能性はある。また、特定の不 れることで、全体、

るいは各消費分野に影響を与えるという経路も い。 
今後の課題として、さらに以下の 2 点を挙げることができる。第一に、不安形成そのも
の構造、あるいは不安相互の関連を分析することである。第二に、本稿で取り上げた将

所得に関する経済的不安のほかに、経済外不安、漠然とした不安などの影響を分析する

とである。例えば、戦争やテロに対する不安が旅行などの消費を抑制するのは良く知ら

た事実である。また、経済的な予想に関しても、所得に対する不安だけでなく、期待イ

の影響と、予想要因群の中での相互関連などを特定できれば、研究は

り意義深いものになろう。遠大な試みではあるが、１つ１つの課題に対して地道にアプ

 

③

④ 若年層は将来不

少なくとも将来予想の文脈では成立しな

 

こ

っ
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関 安群が組み合わせら

あるかもしれなあ

の

来

こ

れ

ンフレなど将来予想

よ

ローチすることにより、経済行動における心理要因の解明が進むであろう。
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表 27）将来不安と消費態度の関係：4つのケース （図

 

 

分布　　　因果 「不安 → 消費」 の関係 「消費 → 不安」 の関係

ル
弱
ス

（３）住宅取得など長年懸案

ある種の不安は軽減される

強
ス 消費を増やすなどの対応をする

消費の増加が賃金不安に対して

「不安のあるグ
ープの消費が
くなる」ケー

（１）賃金不安が娯楽・自己研
鑽など選択的支出をを減らす

だった消費を実行することで、
考
え

「不安のあるグ
ループの消費が
くなる」ケー

（２）雇用、年金など切迫して
いない（遠い将来の）不安に対
して、自己研鑽など自己投資的

（４）子供の教育費など基礎的

敏感にさせる

：本稿の分析で示唆された関係

例

ら
れ
る
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